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This paper describes the overview of “the Survey on Work and Life of Local Residents” conducted in 
Maebashi city and Tamamura town, Gunma Prefecture. For this survey, 2,000 individuals (25-54 years old) from 
50 neighborhoods were selected using a stratified two-stage random sampling procedure. The survey was 
conducted from November 2017 to January 2018, and yielded 723 responses (the response rate was 36.2%). 
After describing the design and outline of the survey, this paper examines the characteristics of the sample 
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近年では、SSJデータアーカイブ（東京大学社会科学研究所 附属社会調査・データアーカイブ研究
































挙人名簿を抽出台帳として、50地点からそれぞれ 40名（計 2,000名）の個人を系統抽出した(4)。 
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調査の内容としては、仕事に関する意識・実態についての質問を中心に、日常生活に関する質問、






拶状）を発送し、返送期限は約 2週間後の 12月 4日（月）とした。なお、返送期限に合わせる形で、
対象者全員に対して御礼状を兼ねた督促はがきを 12月 1日（金）に発送した（督促はこの 1回のみ）。
電話・メールによる問い合わせ対応は 12月 11日（月）まで行った。回収状況を考慮しながら、最終
的に 2018年 1月 4日（木）までに返送されたものを有効票として扱った(6)。回収数は 727であったが、
そのうち 4票が無効票と判断された（回答拒否・無記入や明らかに虚偽と思われる内容の回答など）。


































「25～29 歳」が 31.0%、「30～34 歳」が 33.2%、「35～39 歳」が 34.8%、「40～44 歳」が 32.4%、「45





「50～54歳」では 50%前後の回収率を達成できている。結果的に、本調査では 30代後半から 40代の
年齢層で回収率の男女差が特に大きくなっている。 
 
表 1. 年齢層別・男女別の回収数（上段）と回収率（下段） 
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調査票を発送したのは 2017年 11月 21日であり、当初の返送期限は 12月 4日であった。図 1に示し
たように、返送期限の 2日後（投函から到着までのタイムラグを考慮した）の 12月 6日時点での回収
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図 3. 年齢層別の構成比率 
















の 3カテゴリに区分した。各カテゴリの構成比率を示したのが図 4である。平成 27年国勢調査におけ







図 4. 婚姻状況別の構成比率 








図 5は本調査と平成 22年国勢調査における各カテゴリの構成比率を求めたものである。平成 22年
国勢調査では「中学・高校」が 49.3%、「短大・高専・専門学校」が 24.3%、「大学・大学院」が 26.4%
となっている。これに対し、本調査のサンプルにおける各カテゴリの構成比率は「中学・高校」が 34.5%、






図 5. 学歴別の構成比率（25～54歳） 
 
ただし、本調査と平成 22 年国勢調査の実施時期には約 7 年間のタイムラグがある。本調査のサン
プルが学歴の高い層に偏っている（ように見える）のは、この間に社会全体として高学歴化が進行し
たことが原因かもしれない。すなわち、1990年代から高卒者の大学等への進学率が上昇してきたこと
を考慮した場合、平成 22年時点の 25～54歳と平成 29年時点の 25～54歳を比較すれば、後者におい
て平均的な学歴水準が高くなっていても決して不自然ではない。 
図 6は、この点を考慮して、平成 22年国勢調査における 25～49歳の年齢層での学歴別構成比率と
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(6) 結果的に、2018年 1月 5日（金）以降に返送されてきた調査票はなかった。 
(7) 郵送調査で高回収率を達成するための方法についてはさまざまな考え方がある（Dillman, Smith and 
Christian 2014; 小林ほか 2017; 松田 2013）。 
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